
   甲賀市空き家バンク実施要綱          〈平成31年3月1日改正〉 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市における空き家の情報提供を行い、空き家の有効活用を

通じて、空き家の管理不全に係る危険を回避し、防犯及び公衆衛生等の環境を改

善するとともに、定住促進等による地域の活性化を図るため実施する甲賀市空き

家バンク制度について、甲賀市行政サービス制限条例（平成２２年甲賀市条例第

１８号）及び甲賀市行政サービス制限条例施行規則（平成２２年甲賀市規則第１

６号。以下「サービス制限規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 空き家 現に居住していない（近く居住しなくなる予定のものを含

む。）市内に存する住宅、併用住宅及びその敷地で、当該物件に係る媒介契約

及び管理委託契約等（宅建業者との契約を除く。）を締結していないものをい

う。ただし、アパート、マンション等の長屋・共同住宅を除く。 

（２） 所有者等 空き家に係る所有権その他の権利により当該空き家の売却、

賃貸等を行うことができる者をいう。 

（３） 利用希望者 市内への定住、定期的な滞在又は地域の活性化を目的とし

て、空き家の利用を希望する者をいう。 

（４） 宅建業者 甲賀市空き家バンク連絡会議に参加する宅地建物取引業者

（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３条第１項の免許を受け

て宅地建物取引業を営む者）をいう。 

（５） 空き家バンク 空き家の売却又は賃貸を希望する所有者等から申込みを

受けた情報を、利用希望者に提供する制度をいう。 

（物件登録申込等） 

第３条 空き家バンク物件登録台帳（以下「物件台帳」という。）への登録を希望

する空き家（以下「登録希望物件」という。）の所有者等（以下「物件登録希望

者」という。）は、空き家バンク物件登録申込書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出するものとする。 



（１） 空き家バンク登録希望物件調書（様式第２号） 

（２） 物件登録希望者の身分を証するものの写し（法人にあっては印鑑証明書

の写し） 

（３） サービス制限規則第４条第３項の市税納付状況調査同意書（以下「市税

納付状況調査同意書」という。） 

 （４） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 所有者等が次に掲げる者である場合は、前項の申込書を提出することができな

い。 

 （１） 市税（市民税、固定資産税及び軽自動車税）を滞納している者 

 （２） 甲賀市暴力団排除条例（平成２３年甲賀市条例第３６号）第２条第２号

に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は同条第

１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

 （３） 第６条第３号の事由により、物件台帳から削除された者 

 （物件登録） 

第４条 市長は、前条第１項の申込書の提出があったときは、その内容等を審査

し、適切であると認めるときは、宅建業者とともに、登録希望物件の確認を行う

ものとする。 

２ 宅建業者は、物件登録希望者との当該物件に係る媒介契約又は管理委託契約を

締結したときは、契約書の写しを市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の契約書の写しの提出があったときは、物件台帳に登録するとと

もに、空き家バンク物件登録完了通知書（様式第３号）により当該物件登録希望

者及び宅建業者に通知するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により物件台帳に登録した事項（以下「物件登録事項」と

いう。）のうち必要な事項を市のホームページ等に掲載し、一般の閲覧に供する

ものとする。ただし、物件登録希望者が別段の意思表示をしたときは、この限り

でない。 

５ 市長は、前項の規定による一般の閲覧に供する前に、第９条第２項の規定によ

る登録の通知を受けた者（以下「利用登録者」という。）に物件登録事項のうち

必要な事項を通知するものとする。 

６ 市長は、第３項の規定による登録をしていない空き家であって、物件台帳に登



録することが適当であると認める空き家の所有者等に対し、物件台帳への登録を

勧奨することができる。 

 （物件登録事項の変更の届出） 

第５条 前条第３項の規定による通知を受けた物件登録希望者（以下「物件登録

者」という。）は、物件登録事項に変更があったときは、宅建業者に連絡すると

ともに、空き家バンク物件登録変更届書（様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。ただし、希望価格のみを変更するときの提出書類は、同条第２項に規

定する契約書の写しをもって代えることができる。 

２ 市長は、前項の届書の提出があったときは、物件登録事項を変更するととも

に、空き家バンク物件登録変更完了通知書（様式第５号）により当該物件登録者

に通知するものとする。 

（物件登録事項の取消し） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかの事由が生じたときは、物件登録事項を物件

台帳及び市のホームページ等から削除するとともに、空き家バンク物件登録取消

通知書（様式第６号）により当該物件登録者及び宅建業者に通知するものとす

る。 

 （１） 物件台帳に登録された物件（以下「登録物件」という。）に係る所有権

その他の権利に変動があったとき。 

（２） 物件登録者が第３条第２項第１号又は第２号に掲げる者となったとき。 

（３） 空き家バンク物件登録にかかる提出書類に虚偽の記載があったとき。 

（４） 第４条第３項の規定による登録又は次条第２項の規定による継続登録か

ら２年が経過したとき。 

（５） 空き家バンク物件登録取消願書（様式第７号）の提出があったとき。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、物件台帳に登録していることが不適切であ

ると認めるとき。 

 （物件登録の継続） 

第７条 物件登録者は、空き家バンク物件登録の有効期限後も継続して物件台帳に

登録を希望する場合、有効期限の２週間前までに、空き家バンク物件登録継続申

込書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

 （１） 市税納付状況調査同意書 



 （２） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容及び当該物件の状況確

認をし、適切であると認めるときは、前条の規定にかかわらず、登録を継続する

とともに、空き家バンク物件登録継続通知書（様式第９号）により当該物件登録

者及び宅建業者に通知するものとする。 

 （利用登録申込等） 

第８条 登録物件の情報提供を受けようとする利用希望者は、空き家バンク利用登

録申込書（様式第１０号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとす

る。 

 （１） 利用希望者の身分を証するものの写し（法人にあっては印鑑証明書の写

し） 

 （２） 市税納付状況調査同意書 

２ 利用希望者が次に掲げる者である場合は、前項の申込書を提出することができ

ない。 

（１） 第３条第２項第１号又は第２号に掲げる者 

（２） 空き家を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害す

るおそれがある者 

（３） 宗教の教義を広め、又は信者を教化育成することを主たる目的とする活

動のため、空き家を利用しようとする者 

（４） 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的

とする活動のため、空き家を利用しようとする者 

（５） 第１１条第２号の事由により、空き家バンク利用者登録台帳（以下「利

用者台帳」という。）から削除された者 

（利用登録） 

第９条 市長は、前条第１項の申込書の提出があったときは、その内容等を審査

し、適切であると認めるときは、利用者台帳に登録するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家バンク利用登録完了通知

書（様式第１１号）により当該利用希望者に通知するものとする。 

（利用登録事項の変更の届出） 

第１０条 利用登録者は、利用者台帳の登録事項（以下「利用登録事項」とい



う。）に変更があったときは、空き家バンク利用登録変更届書（様式第１２号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届書の提出があったときは、その内容等を審査し、適切である

と認めるときは、利用登録事項を変更するとともに、空き家バンク利用登録変更

完了通知書（様式第１３号）により当該利用登録者に通知するものとする。 

 （利用登録者の登録の取消し） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかの事由が生じたときは、利用登録事項を利

用者台帳から削除するとともに、空き家バンク利用登録取消通知書（様式第１４

号）により当該利用登録者に通知するものとする。 

（１） 利用登録者が第８条第２項第１号から第４号までのいずれかに該当する

と認められるとき。 

（２） 空き家バンク利用登録にかかる提出書類に虚偽の記載があったとき。 

（３） 第９条第１項の規定による登録又は次条第２項の規定による継続登録か

ら２年が経過したとき。 

（４） 空き家バンク利用登録取消願書（様式第１５号）の提出があったとき。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、利用者台帳に登録していることが不適切で

あると認めるとき。 

 （利用登録の継続） 

第１２条 利用登録者は、空き家バンク利用登録の有効期限後も継続して利用者台

帳に登録を希望する場合、有効期限の２週間前までに、空き家バンク利用登録継

続申込書（様式第１６号）及び市税納付状況調査同意書を、市長に提出するもの

とする。 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容等を審査し、適切であ

ると認めるときは、前条の規定にかかわらず、登録を継続するとともに、空き家

バンク利用登録継続通知書（様式第１７号）により当該利用希望者に通知するも

のとする。 

（登録物件の現地見学） 

第１３条 登録物件の現地見学を希望する利用登録者は、市長に申込みするものと

する。 

２ 市長は、前項の申込みがあったときは、関係者との日程調整を行い、登録物件



の現地見学を実施するものとする。 

（交渉の申込み等） 

第１４条 登録物件の購入、賃借等の交渉を希望する利用登録者は、空き家バンク

物件交渉申込書（様式第１８号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、当該登録物件の物件登録者及び

宅建業者に対し、その旨を通知するものとする。 

３ 前項の通知を受けた物件登録者は、登録物件の売却、賃貸等について利用登録

者と交渉を行い、その結果について遅滞なく市長に報告しなければならない。 

４ 市長は、登録物件の売買、賃貸借等に関する交渉及び契約の締結については、

直接関与しないものとする。 

（個人情報の取扱い） 

第１５条 物件登録者、利用登録者及び宅建業者は、空き家バンクの利用に際し知

り得た個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱うに当たり、次に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

（１） 個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないこと。 

（２） みだりに個人情報を複写し、又は複製しないこと。 

（３） 個人情報を滅失することのないよう適正に管理すること。 

（４） 保有する必要がなくなった個人情報を確実かつ速やかに廃棄し、又は消

去すること。 

（５） 個人情報の漏えい及び滅失等の事故が発生したときは、速やかに市長に

報告し、その指示に従うこと。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の甲賀市空き家バンク実施要綱の規



定によりなされた手続その他の行為は、この告示による改正後の甲賀市空き家バ

ンク実施要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 


